体験型日本語授業のあり方とその課題 : 「正統的周辺参加」とコミュニティとの協働の視点から by 笹川 洋子 & 三井 絢子
（67）
要　旨
　本研究は、レイヴとウィンガー（1993）の「正統的周辺参加による状況学習
理論」を日本語教育に応用し、体験型学習の可能性を探る。レイヴとウィンガー
（ibid.）の理論は、文化人類学の知見をいかし、体験学習を考えるものである。
徒弟制度の場面で、はじめは弟子が周辺的な参加をするが、親方と協働するこ
とで十全的参加に移行していく。そして、その過程で、弟子も親方も互いに学
び合う。一方、日本語教育における体験学習は、日本語の教室内、あるいは教
室外において、日本文化を学び体験する授業が想定されている。本稿では、日
本語教育に「正統的周辺参加による状況学習理論」を応用し、留学生の体験学
習の場を地域に広げていくことで、コミュニティの人々との共愉関係の構築を
提言したい。
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１　はじめに
　本研究は、レイヴとウィンガー（Jean Lave & Etienne Wenger：1993）の「正
統的周辺参加（Legitimate Peripheral Participation）による状況学習（situated 
learning）理論」を日本語教育に応用し、体験型学習の可能性を探るものである。
　体験型学習とは、実際の活動や体験を通して、学習者が学ぶことを目指す。
日本語教育の分野では、理論を踏まえた体験学習に関する研究は少なく、具体
例事例をあげ、実際に体験し学ぶことでより高い学習効果が得られるという記
述にとどまるものが多い。
　「体験型学習」について、教育学の分野ではジョン・デューイ（John Dewey）
の実際に社会的関係の中で体験することにより学ぶという経験主義の考え方
が引用された。一方、心理学的なアプローチではクルト・レイヴィン（Kurt 
Lewin）のラボラトリー・トレーニング（Laboratory Training）、エンカウンター・
グループ（Encounter Group）、感受性訓練（Sensitivity Training）など人間関係
スキルの開発の文脈で語られることが多い。その目標とするのは、自らの思い
込みに気づき、自分や他者を理解し、より良い人間関係を築くことである。さ
らに、経験を通した効果的な学習とアイデンティティの変化を併せ、体験学習
をとらえた、レイヴとウィンガーの「正統的周辺参加（LPP）」による状況学
習理論がある。本稿では、「正統的周辺参加」の視点を日本語教育の授業に応
用し、体験学習のあり方、そして課題を考えたいと思う。
２　体験学習をとらえる視点
２・１　教育学からのアプローチ
　教師が一方的に知識を伝える型の授業に対して、経験を通して学ぶという考
え方を示したのが、デューイ（1916）である。現実や意味は主体の意識が構成
するという考え方に基づき、学習の基本前提は、学生が学習の場に持ち込んだ
知識、姿勢、興味が出発点となる。そして、これらが経験との相互作用によっ
て、内的理解が構成されると考える。古典でありながら、この理論には、アク
ティブラーニング、学生中心主義、協働学習などの近年の教育のキーワードの
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源泉が含まれていると言えよう。デューイは、経験に基づいた知識や概念に
よってより深い学びが起こると考えた。また、ヴィゴツキー（Lev Semenovich 
Vygotsky，1934=2001）は、観念は活動を通して動的に変化し、周囲の感性的
概念とことばの力を借りて、概念が創り上げられるとした。そして、他者から
伝えられたことばによる概念の定義と、経験を通して創られた概念には大きな
開きがあると述べる。学習者が進んで学習に取り組み、自ら学習を管理する
「自己調整学習（Self-regulated learning）」、学習者が能動的に学ぶ活動に焦点を
あてた「アクティブラーニング（Active Learning）」はこうした経験主義の系列
に連なる教育理論である。自己調整学習に関する研究では、他者から言われる
のではなく、自ら持続的に学ぶ状況をつくることが重視され、そのためには、
「計画」「実行」「評価」のそれぞれの段階で、学生が能動的に「動機づけ」「学
習方略」「メタ認知」にかかわって、適切に自己を調整し、学業活動を維持さ
せてゆくような環境や指導が重要だとされる。また、「アクティブラーニング」
は、海外ではアクションラーニング、もしくは参加者中心型学習（Participant 
Centered Learning）と呼ばれている。教育学の文脈では、体験学習は伝統的な
教師中心の PPP 型（Presentation Practice Production）に対するものとして、自
ら体験し、経験を通して発見し、概念を創り上げる主体的な学習に焦点があて
られていると言えよう。
２・２　心理学からのアプローチ
　次に、心理学のアプローチからの体験学習をみてみよう。クルト・レイヴィ
ン（Kurt Lewin）はどのような経験をすべきかを心理的な側面から考察し、感
受性訓練（Sensitivity  training）、すなわち自らの先入観をより強く認識し、自
己及び他者に対してより理解のある人間になること、人間関係への洞察力を深
めることを目標とする訓練の形を提言している。グループのメンバーが、自分
自身の行動やそれがまわりに与える影響などについて、データを把握し、防衛
的にならずに、それらのデータを考察することができるようになれば、自分自
身、他者への反応、他者の行動、集団行動などについて、有意味な学習ができ
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るという。
　その一例がラボラトリー・トレーニングである。これは、参加者が皆で一緒
にデータを集め、一緒に考え、そのデータを使って良い結果をもたらすように
行動することであり、その基本が T グルー
プ（Training Group）と呼ばれるトレーニン
グ方法である。具体的には、メンバー７～
10人とファシリテーター２人が１つのグルー
プを組み、同じグループで長い時間を共に過
ごし、そこで生じる人間関係自体を題材にし
ながら、ともに学びともに成長するトレーニ
ングに取り組む。合宿制で行う集中型のト
レーニングであるため、自分自身のあり方、
対人関係の持ち方、グループダイナミックス等について、深く学ぶことがで
きると言われる。T グループは、決まった構造やアジェンダのない場（place）
で行われる。ファシリテーターはいるが、グループでのセッションには、スケ
ジュールなど何も設定されておらず、決定は参加者に委ねられる。そこでは、
参加者たちがどのようにゴールに向かっていくのかというプロセスが注目さ
れ、そのプロセスを通して、「自己に対する気づき」と肯定的な「有用感（Use 
of Self）」をもつことが重要とされる。
　まず、「自己への気づき（self awareness）」は参加者が自分の心を開くという
ことである。自分の価値観を相手に押し付けるのではなく、参加者として、他
者との協働できているのか、あるいは、自分の価値観を相手と共有しているの
かを考えながら、また、T グループが形成されるときのダイナミックス、権力、
コントロール、誰が責任を担っていくのか、誰がリードをしていくのかという
意思決定にかかわる要因など、グループに関する鍵となる要素を感じていく。
そして、コミュニケーションを通して、本当にしっかり聞くとはどういうこと
か、どのように効果的にフィードバックできるのかということに気づいていく。
　また、解決が困難であっても、協働していけば必ず良い道を見つけられると
図１　ヒューマンインタラクション
を通た学習プロセス
（パトリシア・バイドルーパドヴァ，
2014：279）より
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いう信念に基づき、他者と協働していく。この「民主的」なプロセスを通して、
集団が学習することで、自分たちがお互いに影響を与え合うという「有用感（Use 
of Self）」を深く理解することができ、自己の能力を伸ばすことができるという。
（紅林伸幸、1997他参照）
　心理学的アプローチによる体験学習の考え方には、参加者らが協働して課題
解決を行い、お互いに影響し合い、平等に認め合うという、参加者が自己を成
長させるという点に焦点があてられている。
　次に、文化人類学、社会人類学の知見を活かしたレイヴとウェンガー（1993）
の「正統的周辺参加の理論」に触れたい。
３　正統的周辺参加による状況学習理論―社会人類学からのアプローチ
　近年注目を集めているのが、文化人類学、社会人類学のアプローチによる
レイヴとウェンガー（Jean Lave & Etienne Wenger：1993）の「正統的周辺参加
（Legitimate Peripheral Participation）」の理論である。「正統的周辺参加」は「LPP」
と呼ばれる。彼らは、ヴァイ族とゴラ族の徒弟制などいくつかの部族に対する
民族誌的調査から、「彼らはなぜ教科書もテストもないのに一人前になってい
くのか」－このような疑問のもと、立派な仕立て人などになっていく状況を目
の当たりにし、「正統性」と「周辺性」という概念にたどり着く。そして、学
習は、学習者の「頭の中」で起こるとする認知論的学習論に対し、学習は「実
践共同体」への「参加」の度合いの増加に伴う「アイデンティティ」変化であ
るとする全く新しい状況論的学習理論を展開する。
表１　「認知主義」と「状況的認知」の対比（砂川．2004．より）
認知主義 cognitivism 状況的認知 situated cognition
学習モデル 知識の獲得 共同体への参加
知識 所有 共同体における社会的実践過程
教育理念と目標 知識の伝授と効率 参加のガイドと支援
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　砂川和範（2001）は、従来の学習を「認知主義」とし、LPP が想定する「状
況的認知」との対比を行っている（表２）。「正統的」とは、「その組織（共
同体）の正統な継承者であるとする感覚」で、「周辺的」とは、中心的な仕事
が任せられない初期の参加状態であり「社員とインターン」（正統的－非正統
的）などの対比が考えられる。周辺的参加は、最終的に「十全的参加」（full 
participation）となることが望ましい。つまり、LPP では、学習は社会的実践で
あり、参加とそれによる貢献を必要とし、「何者かになる」というアイデンティ
ティの変容を伴い、熟練へのアクセスを必要とする。その意味で、この理論は、
教育学の分野で考えられてきた経験的学習の効果と、心理学の分野で考えられ
たアイデンティティを開くという二つの教育目標が統合されたものであると言
えよう。また、ここでは弟子と親方の協働行為 (joint enterprise) も重要な要素
となっている。協働学習の効果は「相五行為に基づく教授法であり、学習者が
学習に主体的に関わるだけでなく、仲間の考えや思考のプロセスを知ることに
よって多様な視点をもつことができる。その結果、メタ認知能力を高め、自分
の考えを客観的かつ批判的に振り返ることができるようになる（津田ひろみ、
2016：133）」と記される。
図２　正統的周辺参加理論の概要（吉良．2004より）
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　さらに、LPP の考え方は、さらに学生だけでなく、学生とファシリエーター
（援助者）である教師、あるいはファシリテーターが共に学び合い、成長する
ことを求める。LPP は、その学びが活きる文脈の中で起こる学び、つまり徒弟
制などで見られる実践的学びとに注目したものである。学習とは、ある個人か
ら個人へと、抽象的で文脈から切り離された知識が伝えられるものではなく、
主体と実践共同体の相互作用によって、協働構築される社会的過程であると考
えられる。徒弟制では、「教える」という積極的な働きかけはないが、カリキュ
ラムは実践が行われる状況の中に存在し、目的をもった主体は実践を行いなが
ら、学び、発達する。第一に、学習が実践共同体の活動に実際に従事する中で
行われること（参加）、第二に、学習者はその活動に公式に関わっていること
（正統性）、第三に、その従事形態は、例えば初任者が担当する業務が簡単なも
のに限定されるように、実践の一部に限定されている（周辺性）。学習の進展は、
この参加形態が、参加する実践共同体の構造的制約のもと、周辺的（perlpheral）
なものから十全（full）的なものへと移行する過程と捉えられる。そして、そ
の過程を通じ、学習者のアイデンティティは、知的スキル（knowledgeable 
skill）の獲得を伴って構築されると考えられる。（橋本啓起、2001：32）
表２　「LPPにおける学習」（神戸．2008：21より）
LPPにおける学習 説　　　明
学習とは「社会的実践」の一
部である。
「獲得したり、身に付けるもの」ではなく、世の中の
為になることを「やる」こと。頭の中で起こることで
はない。
学習とは「参加」である。
何かに「貢献すること」が学習。「する側」であって
決して「される側」ではない。
学習とは「アイデンティティ
の形成過程」である。
学習の目的は「知識の獲得」ではなく、「何者かになっ
ていく」こと。
学習をコントロールするのは
「実践へのアクセス」である。
ホンモノを見せ、そこに「行ける」と実感させ、今は
周辺的でもそこに「つながっている」とわかるように
することが教師の役割。
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　LPP では、学習は社会的実践であり、参加とそれによる貢献を必要とし、「何
者かになる」というアイデンティティの変容を伴い、熟練へのアクセスを必要
とする。このような学習論は、従来の「教室の中」で行われる学習理論とは一
線を画すものであり、様々な議論を呼んだ。しかし、日本語教育という多文化
交流を前提とした状況では、示唆と可能性に富んでいると考えられる。
４　日本語教育における LPP理論に基づく体験学習の可能性と課題
　それでは、LPP を日本語学習に取り入れるとは、どういうことだろうか。岡
崎洋三（1998）は、日本語のクラスを「実践共同体」として、留学生の日本語
学習を正統的周辺参加理論の視点からみる試みを行っている。また、西口光一
（1999、2004）は、留学生のアイデンティティの変容が正統的周辺参加から十
全的参加に移行するために、「日本語がよくできる（わたし）」というアイデン
ティティを形成する必要性（西口、1999）、留学生が「第二言語でも相互行為
ができる」というアイデンティティ（西口、2004）を形成する必要性を提言する。
さらに、実践共同体の範囲を、日本語教室という限られた空間から大学院生の
合同研究室に広げ、正統的周辺参加を考えた研究が見られる。ソーヤー（2006）
は理工系大学院生の研究室というコミュニティへの参加を観察し、参加によっ
て様々なインターアクションの機会が生じ、結果として言語学習の機会を提供
する、第二言語習得の機会を促進するような学習環境をデザインすることが大
変重要であると記している。
　このような研究の方向性に対し、重田美咲（2008：256）は「参加する実践
共同体は日本語のクラスとして設定されることが多く、またそうでない場合で
あっても、目指すべき熟練のアイデンティティや学習環境には、日本語習得を
最大の目的としたものや留学生は日本人学生とは異なる性質を持つといった前
提に立つものが多く、日本人学生も留学生と一緒に学んでいるという視点が
欠落していた」と指摘する。そして、このような視座に立ち、重田（ibid.）は
2006年10月から2008年３月にかけて、工学研究科博士課程計26名に半構造化イ
ンタビューを行い、そのうち３名の留学生、４人の日本人院生に焦点をあて、
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フィールドワークを行っている。その結果、留学生と日本人院生との交流を通
して、交友関係が広がることで、「正統的周辺参加」から「十全的参加」に移
行することができるとしている。人文系大学院生の研究室コミュニティへの参
加については、李麗麗（2011）が、中国人留学生のアカデミックアイデンティティ
の変化が、十全的参加を後押しすると述べている。岸磨貴子（2010）も院生の
プロジェクトへの「正統的周辺参加」から「十全的参加への移行は、①参加を
通した技能と知識の変容、②周りの外部環境と学習者との関係の変容、③学習
者自身の自己理解（アイデンティティ構築）の変容、によって可能になるとし
ている。なお、飯野令子（2011、2012）は教育機関を「実践共同体」と想定し、
日本語教師の側のアイデンティティが変わっていく様子をとらえている。なお、
正統的周辺参加理論の枠組みからではないが、末吉朋美（2011）は日本語学校
という場での、教師と生徒の交流、アイデンティティの変容について、ナラティ
ブ研究の立場から細やかな観察を行っている。
　このように、日本語教育における正統的周辺参加理論は、単に日本語の効果
的習得に言及するものから、留学生自身のアイデンティティの変容、コミュニ
ティとの関係の変化を観察するものへと広がってきたことがわかる。また、こ
こまで言及した研究は、日本語教室という場であれ、大学院生コミュニティと
いう場であれ、範囲の差はあるが、学校教育という場に限られた観察である。
いずれもアカデミックなアイデンティティに依拠する、かなり限定的なコミュ
ニティになる。
　しかし、外国語教育の理念に立ち戻ってみると、CEFL（Common European 
Framework of Reference for Languages: Learning, teaching, assessment：「外国語の
学習、教授、評価のためのヨーロッパ共通参照枠」) では、多文化共存が理念
とされ、多文化社会で協働していく人材が求められていた。国際交流基金は、
CEFL を基に JF スタンダードによる日本語会話能力テストを開発したが、そ
の説明の中で日本語能力は、多文化理解能力と切り離せないことが記されてい
る。
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　言葉を通した相互理解のためには、その言語を使って何がどのようにで
きるかという課題遂行の能力と、さまざまな文化に触れることでいかに視
野を広げ他者の文化を理解し尊重するかという異文化理解の能力が必要で
す。（国際交流基金2010a：1）
　相互理解のための課題遂行能力、異文化理解能力は CEFL の母体、EU 諸国
の理念である。吉島茂（2013）は CEFL が言語と文化の両方を学習対象として
おり、Can-do statement が COE（Council of Europe：欧州評議会）の目指す多種
民族の平和的共存、そのための Plurilingualism・Pluriculturalism（複数言語・複
数文化状態）の実現のために、言語能力測定の理念を共有できることを前提と
していると記している。つまり、そうした理念を念頭に置き自己評価していく
ことで、個々人の多文化共存のための知識が養われ、多文化共存を支える市民
が育つと考えるのである。（吉島茂、2013：11参照）
　こうした背景から考えると、日本文化体験学習は、教室という学習枠組みの
中で日本文化についての知識を継承するような伝統的な学習形態を超え、多文
化共存が意識される環境で行われることが望ましいことがわかる。これを可能
とするものが正統的周辺参加理論だが、そのためにはアカデミックな教育現場
を超え、教師側の意識をより広い社会環境へと解き放つ必要があるのではない
だろうか。
　こうした流れをいち早く取り込んだものが、地域との連携で日本語教育を実
践するプログラム・デザインである。2018年10月に開催された「平成30年度文
化庁日本語教育大会・京都大会」でも分科会の一つが「日本語教育は地域連携
によるプログラム・デザインにどう挑んだか～日本語教育と地域との連携か
ら考察する～」というテーマで開かれ、徳島大学、東京の日本語学校、岡崎
市 NPO から実践報告があった。それぞれの団体の教育背景は異なっていたが、
地域との協働作業を通し、多文化共存社会を創るという目的は共有されていた。
三隅友子氏（徳島大学）は目標として「学び続ける多文化共存社会の担い手を
作る」をあげている。中村雅子氏（カイ日本語スクール）は、日本語学習者は
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これまで「何かをしてもらう存在」、「日本社会に受け入れてもらう存在」であっ
たが、協働できる存在をめざすと記している。長尾春香氏（Viva おかざき）は、
日本語学習者も地域の発展に役立つ存在として、地域を支え、地域と連携・協
働する可能性を探ると語っている。こうした日本文化の体験型学習は、もはや
教室という閉じた空間にとどまらず、多文化社会に続く開かれた場で行われる
ことが想定されている。そして、このような場でこそ、レイヴとウィンガーの
「正統的周辺参加（Legitimate Peripheral Participation）」による状況学習（situated 
learning）理論が活かせると考えられる。
５　協働体験学習による日本語授業の行方
　日本語教育における LPP 理論応用の可能性については、早くから西口（1999）
で論じられてきた。しかし、前節で述べたように、多文化共存を日本語教育の
理念の一つとして据えるなら、日本語教育の場をアカデミックな教育現場か
ら、三隅ら（2018）が実践しているように、地域との協働学習という行為が必
要であろう。しかし、日本語教育における LPP 理論の可能性について示せたが、
具体的な日本語授業にはどう活かせるのだろうか。ここで、地域協働型体験学
習の先駆けとなる、神戸親和女子大学岸上隆平氏（2017他）によるフィールド
スタディの試みを見てみよう。岸上龍平（2017）では、学生が自ら考え、企業
や地域と協働していくプロジェクトが紹介されている。
事例１：三田プロジェクト（テーマ『おんなの娘（こ）の五感で三田の一
品を』）
　「三田市の地域企業活性化とブランド化、地域企業との連携」を目標に、
SNS での発信、小冊子の発行、モデルツアーの提案により、三田市の
魅力を伝える。
事例２：丹波篠山市久下プロジェクト
　「空き家や空き地の再利用で、人と人、地域をつなげる場の提供、地域
の活性化」を目標に、「カントリーハウス」を設けることで、コミュニティ
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の再構築を提案した。
事例３：加古川市靴下プロジェクト
　「加古川地域産業である靴下のブランド化、商品開発と情報発信」を展
開する目標に、新商品開発に向けたリサーチやデザイン、パイロット
ショップの企画提案を行った。
事例４：西脇市綿先染めテキスタイルプロジェクト
　フランス企業との協働など、前向きな取り組みをしている地域なので、
「播州織（綿先染めシャツ）の生地柄の提案、ファッションショースタ
イリング提案、展示会プロデュース」具体的な目標を設定し、柄シャツ
地コンセプトの提案、展示会での説明を行った。
　岸上（ibid.：130）は若い世代の学生たちが、フィールドワークの現場で「共
感」を「体験することで、今までの受け身の状態から自らが考えて発信する必
要に迫られ、徐々に行動し始める。また、学生たちを受け入れた、事例に挙げ
た地域では、長年にわたり積み重ねてきた時間の中に従来の価値観をとびぬけ
たように感じる、ある意味『異質な若者』という存在の受け入れを通して、刺
激や気づきを持つことができたのではないか」と記している。
　また、岸上（ibid.）はこのような取り組みを行い、コミュニティとの関係づ
くりに１年はかかることをあげ、十分な関係づくりをしないプロジェクトは失
敗することが多く、そのため長期にわたって地道に活動に取り組むことが必要
であると繰り返し述べている。なお、こうした意義深いフィールドスタディが
可能になった背景には、岸上氏自身が長年にわたり、地域の活性化に貢献して
きたという土壌、地域との強い信頼関係を構築してきたことを忘れてはならな
いであろう。
　フィールドスタディは、突然フィールドに出て、コミュニティに入るという
ような安易なものではなく、十分な基盤を作っていくことが不可欠である。日
本語教育に取り入れる時も、日本語の教室もコミュニティにアプローチする場、
正統的周辺参加を行う最初の場と位置付け、コミュニティへの十全的参加を目
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指していくべきだろう。
　そして、岸上（ibid.）は「関係づくり」と呼ぶが、これは佐伯胖（2014）の
いう「共愉的関係をむすぶこと」にあたるであろう。佐伯（ibid.）はレヴィ（2008）
の、研究者が研究対象を第三人称的に観察するのではなく、二人称的にかかわ
らなければならないという論を紹介し、「学ぶ」とは他者と共愉的関係を生み
出すことと記している。日本語教育におけるコミュニティでの体験学習は、留
学生と地域の人々が共愉的関係を生み出し、共に学びあう方向を探るべきであ
ると言えよう。
６　おわりに
　先に触れたように、日本語教育の一環として、具体的な地域協働型体験学習
が注目されるようになったのはつい最近のことである。こうした多文化共存を
めざす日本語育にとって、岸上（ibid.）のフィールドスタディの実践は示唆に
富むものである。まず、地域との関係性を考えると、大学が立地する地域を中
心に協働プロジェクトを実施していくことがスタート地点となろう。留学生が
地域の文化を豊かにし、地域が留学生の生活を積極的に支えていくフィールド
スタディ型プロジェクトが展開していくことで、多文化共存社会の実現の一端
に日本語教育が関わっていくことができると思われる。
　また、本稿では日本文化体験学習の大まかな行方を記すにとどめたが、実施
するためには、詳細なシラバス提示が必要である。今後の課題としたい。
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